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はじめに
　近年、小学校を始めとする教育現場において、特別な支
援を必要とする児童生徒の問題が大きくクローズアップさ
れてきている。このような状況は勿論、就学前の乳幼児期
においても大きな問題である。特別の対応を必要とする乳
幼児を早期に発見し、できるだけ早い段階から支援を行う
ことが重要である。発達のつまずきや障がいの告知を受け
てとまどい悩む保護者の想いをいち早く受け止め、保護者
や家族への障害受容を促すとともに、児童本人への発達課
題について理解を深めると共に、保護者や家族の役割が確
認され、共に取り組むことが求められる。
1．特別支援教育の現状
　わが国では1872（明治5）年に明治政府より「学制」が発
布され、近代的な学校制度がスタートした。これにより「国
民皆学」となった。しかし、障がい児の場合、保護者に対
して「就学猶予・免除」を認めることにより、実際には教
育を受ける権利を奪われた子どもたちも数多く存在するこ
ととなった。各都道府県には養護学校の設置が義務づけら
れ、障がいを有する子どもへの全員の就学が実現したのは
1979（昭和54）年になってからのことである。しかし、反面
この全員就学を契機に、わが国では隔離された障がい児だ
けの学びの場が確立されていくことにもなった。
　2003（平成15）年、文部科学省では「特殊教育から特別支
援教育へ」という障がい児教育の転換を図った。特別支援
教育では、従来の「障がい児」だけではなく、学習障害（LD）、
注意欠陥・多動性障害（ADHD）、高機能自閉症など、発
達障がいを有する子どもも特別な教育的ニーズがあるとし、
必要な支援を行うこととなった。また、これまでの盲・ろう・
養護学校を、特別支援学校などと改称し地域の相談にも応
じるセンター機能を持たせること、そして教員の免許制度
を改善することなどが提案された。
　文部科学省は2002（平成14）年に全国調査を行い、知的な
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遅れはないが学習面か行動面において著しい困難を示す子
どもが、普通学級に6.3％（約68万人）在籍していることを
発表した。
〔注〕　特別支援教育の対象（義務教育段階）　2007年5月
1日現在　文科省調べ
義務教育段階の全児童生徒数　1079万人
・特別支援学校：0.56％（約6万人）（視覚障害、聴
覚障害、知的障害、肢体不自由、病弱・身体虚弱）
・小学校・中学校：特別支援学級：1.15％（約12万
4000人）（視覚障害、聴覚障害、知的障害、肢体
不自由、病弱・身体虚弱、言語障害、自閉症・情
緒障害）
通常の学級：通級による指導：0.42％（約4万
5000人）（視覚障害、聴覚障害、肢体不自由、病弱・
身体虚弱、言語障害、自閉症、情緒障害、学習障
害（LD）、注意欠陥・多動性障害（ADHD）
ところで、文部科学省2008年5月1日付けの調査によれ
ば通常の学級には、LD・ADHD・高機能自閉症などの
児童が6.3％（約68万人）程度が在籍している。このよ
うに2007（平成19）年4月から特別支援教育がスタート
してから、対象児は急激に増えている。
2．発達障がい
　「発達障がい」とは、発達の特定の領域に社会的な適応
上の問題を引き起こすかもしれない、アンバランスさが生
じている状態を指す。もし発達障がいは10人いれば10通り
の特徴があるといわれる。
　わが国において、心身に障がいを有する者を対象とした
法律としては、1970（昭和45）年に制定された障害者基本法
がある。同法はその第1条目的において、「この法律は、す
べての国民が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人
権を享受するかけがえのない個人として尊重されるもので
あるとの理念にのっとり、すべての国民が、障害の有無に
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よって分け隔てられることなく、相互の人格と個性を尊重
し合いながら共生する社会を実現するため、障害者の自立
及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本原則を定
め、・・・」とその目的を明記し、第2条定義においては「1．
障害者、身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）
その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社
会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制
限を受ける状態にあるものをいう。2．社会的障壁　障害が
ある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁とな
るような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切
のものをいう。」と定義している。2008（平成17）年に制定
された障害者自立支援法ではその第4条定義において、第1
項で「障害者」の第2項において「障害児」の定義がなさ
れている。また、1950（昭和25）年に制定された精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律第5条定義において「精神
障害者」とは、統合失調症、精神作用物質による急性中毒
又はその依存症、知的障害、精神病質その他の精神疾患を
有する者をいう。定義されている。
　ところで、わが国の障がい者施策は、1981（昭和56）年の
国際障害者年、それに続く1982（昭和57）年の障がい者に関
する世界行動計画、1983（昭和58）年から10年間の国連障害
者の十年、さらに1993（平成5）年から10年間のアジア太平
洋障害者の十年等の国際的な動向の中で大きな進展を見せ
てきた。
　発達障がい者施策については、これまで自閉症、学習障
がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（ADHD）など障がい
としての認識が一般的ではなく、福祉施策の対象として捉
えられてこなかった分野でもあった。しかし1980年代以降、
わが国においても知的障がいの無い発達障がいが次第に社
会に認知されることとなった。こうした状況を受けて、発
達障がいの明確な定義と理解の促進、地域における一貫し
た支援の確立などを目的とした発達障害者支援法が2004
（平成16）年12月に成立、翌2005（平成17）年4月から施行さ
れている。それまでは、発達障がいよりも知的障がいの方
が広く認知されていたため、単に発達障がいという場合に
は知的障がいの無い者を指すことがある。なかでも、学習
障がい、注意欠陥・多動性障がい、高機能広汎性発達障が
い（高機能 PDD）については、以前は「軽度発達障害」と
称されてきたが、障がいの度合事態が「軽度」でありとは
限らないため、名称としては誤解を招くことから、現在で
は「発達障がい」のカテゴリーに含まれるが、便宜的に「（軽
度）発達障がい」と分類している。
　高機能広汎性発達障害（高機能 PDD）については、主
に高機能自閉症とアスペルガー症候群の2つからなる（ここ
での「高機能」とは、「IQ70以上であり、知的障害がない」
という意味）。なお、本障がいは全て「生物学的要因による
障害」である。
　ところで、発達障害者支援法における発達障がいとは、「自
閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習
障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の障
害であってその症状が通常低年齢において発現するものと
して政令で定めるものをいう」（同法第2条1項）とされてい
る。
　発達障がいとは先天性もしくは、幼児期に疾患や外
傷の後遺症により、発達に影響を及ぼすものを指す。よ
って、機能不全家族で育った児童が発達障がい児と同
様のパターンを示すことがあるが、このような保護者
からの不良な養育を原因とする心理的な環境要因や教
育が原因となったものは含めないものとする。また、あ
る程度成長し、正常に発達したのちに、疾患・外傷に
より生じた後天的な脳の障がいは発達障がいとは呼ばれず、
高次機能障がいとは区別される。
3．発達障がいの分類
　発達障がいの種類には、先に述べたように、発達障害者
支援法第2条のように定義がなされてはいるが、更に詳しく
分類すると以下のようになる。
①広汎性発達障がい（pervasive developmental　ｄ．）：
社会技能、言語の発達、想像力の完成に必要で多様な
基本的心理機能の習得の障害を特徴とする。乳幼児期、
小児期、または青年期の一群の精神障がい。活動と興
味が極限または固定しているという特徴も見られる。
発達に歪みがあり、通常はしない特異な行動がみられ
るものである。
・自閉症（autism）：社会的交流や、言語的あるいは非言
語的なコミュニケーションの技術における重篤な発達
異常によって特徴付けられる精神障がい。罹患した患
者は、柔軟性や機能性を欠いた儀式やルーチンに固執
したり、その人の環境におけるほんの些細な変化にも
とりみだしたりすることがある。しばしば興味の対象
は限定されるが、非常に狭い範囲の対象や活動に熱中
することもある。他者の感情を理解することが出来な
いように見え、他者とのアイコンタクトに乏しいこと
がしばしばである。予測できない感情の動揺が起こる
こともある。指や手を打ったり、身体を揺すったり、
おじぎをしたりなど、常同的な運動を示すことが多い。
この障害は、特に社会的、感情的な情報処理あるいは
言語能力については中枢神経系の器質的な機能障がい
に基づくものである。
・レット症候群（Rett　ｓ）：一見正常な胎児期、出生前
後を経るが、発達するにつれて様々な特徴的な欠損を
呈する広範な発達障がい。頭部の成長の減速、典型的
な手の動きの悪化を伴う巧緻運動の欠損、人の話を理
解すること、表現することの両面にわたる言語障害、
重要な精神地帯がみられる。
以上はＤＳＭ診断の1つで特定の診断基準を満たせば確
定することとなる。
②精神発達遅滞（知的障害）（mental retardation）：全
般的知的能力が平均以下で、発達期間中に生じ、適応
行動に欠陥を伴う。発達に遅れがあり、スキルの獲得
に時間がかかる。一般的に、精神発達遅滞のみの症状
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の場合は、発達障がいに含まれない。The American 
Association on Mental deficiency（アメリカ精神遅滞協
会）は8つの医学的分類と5つの心理学的分類を表にし
た。後者の5つは、軽愚、痴愚、および白痴という以
前の分類を置き換えたものである。精神遅滞の定義は、
2つの相互に関連のある判定基準について、同年齢者
と比較した作業能力についての指数の決定を必要とす
る。2つの判定基準とは、測定された知能（IQ）およ
び全般的な社会的適応力（学校、仕事、家庭、社会で
の行動についてのその個人の相対的水準の判定評価）
からなる。一般的に IQ70以下を精神遅滞とする（軽度：
50，55～70、 中 度：35，40～50，55、 重 度：20，25
～35，40，最重度：20，25以下））。IQ70～85は知的
機能の境界線とする。
　③学習障がい（LD：learning　disability）
　書き言葉または話し言葉を理解すること、あるいは
使用することに関係する1つまたはそれ以上の基本的
な認知過程および心理過程に生じる障がい。読む能力、
単語や文章を書く能力、話す能力、または算数計算を
する能力に関して年齢に応じた障がいとして顕在化す
ることがある。主な症例としては、読字障がい、算数
障がい、書字表出障がい、特定不能の学習障がいなど
が認められる。
④運動能力障がい（Moter Skils Disorder）・発達性協調
運動障がい（Developmental Coordination Disorder）
　運動能力障がいは、協調運動が必要な日常動作の拙
劣さが特徴である。座る、這う、歩くなどの運動発達
指標への到達の遅れから分かることもある。粗大およ
び微細運動が不器用なため、このことから発見される
こともある。診断としては、幼児期にすでに明らかに
なることもあるが、成育史を聴取して早期の運動発達
指標への到達の遅れが歩き音から診断される。この診
断では、標準化知能テストの動作性検査の得点が平均
以下で、言語性検査の得点が平均もしくは平均以上と
なることがある。わが国においては、学齢期の小児の
有病率はおよそ5％である。男女比は2対1ないし4対1
である（ただし、資料に偏りがある場合もある）。その
原因は不明であるが、おそらくは多数の要因が関与し
ているものと思われる。ところで、未熟児、低酸素、
周産期低栄養、出生時低体重がリスク要因ではありえ
る。また、多動性障がい、および学習障がいの小児に
も多く認められる。
　発達性協調運動障がいとは、協調的運動がぎこちな
い、あるいは全身運動（粗大運動）や微細運動（手先
の操作）がとても不器用な障害をいう。そのために、
学習や日常生活に多いか影響を及ぼしている場合であ
る。
　協調運動とは、諸種の別々の動作を1つにまとめる
運動を言う。たとえば、縄跳びは手で縄を回しながら、
タイミング良く飛ぶという協調運動であり、かなり故
意独活名協調運動である。ラジオ体操も、手と足、右
手と左手等の動きが別々のものを統一して行うので協
調運動の一種といえる。他にも、ボールが片手で投げ
られないとか、ドリブルができない、自転車に乗れな
い等の困難を示すことがある。また、楽器の演奏や図
工での道具を使うこともこの範疇である。このような
全身運動（粗大運動）だけでなく、ボタンをかけるこ
とができない、靴の左右を度々間違える、箸を使えな
い等の微細運動（手先の操作）にも困難を示す場合が
ある。
　学校の教科に当てはめると、体育や音楽、図工が極
端に苦手な子は、この障がいの可能性がある。ただ、
学習障がい（LD）や多動性障がい（ADHD）との合併
が3割から5割あると言われている。精神遅滞との合併
も一部認められているので、その場合は広い範囲での
学習困難をきたすことになる。
⑤注意欠陥（ADD：attention　deficit　disorder）及び
破壊的行動障がい（DBD）
注意欠陥：注意と組織化、衝動コントロールの障害で、
小児に生じ、しばしば成人まで持続する。過活動を特
徴とする。
⑥多動性障がい（ADHD：attention deficit hyperactivity 
disorder）：注意散漫児や多動児を特徴付けるような、
全体的落ち着きのなさや運動過多。
　　特定不能の注意欠陥・運動性障がい
⑦行為障がい（conduct　disorder）：社会規範や他者野
権利を侵害する一貫したパターンを特徴とする。小児・
青年期の精神障害。この障がいの子どもはずる休み、
カンニング、うそつきに加えて暴行、動物に対する残
虐行為、破壊、盗みにおよぶことがある。
⑧反抗挑戦性障がい（oppositional　defiant　disorder）：
権威者への頻発する拒絶・敵対・反抗的態度に特徴付
けられる児童期や思春期の障がい。
　⑨コミュ二ケーション障がい
　コミュニケーション障がいは、人間に身体的・精神
的に不利を強いることとなる欠点が存しており、それ
を原因として社会などといった対人関係を必要とされ
る場面で十分なコミュニケーションをとることができ
なるという障害である。
　コミュニケーション障がいの原因としては主に挙げられ
る事柄としては聴覚器官や発声器官の不十分などといった
身体障がい、精神障がい・発達障がいなどといった心の部
門に属する問題が存在する。その結果、コミュテイ障害は、
人づき合いが苦手、他人に無関心、他人からの目ばかりを
気にする、自然な会話が困難、空気を壊すことを恐れる、
極度の人見知り、ひきこもり、対人恐怖症などの症状が認
められる。
4．発達障がいに気づく・配慮する
　発達障がいは、脳機能の発達が関係する生まれつきの障
がいである。発達障がいのある人は、コミュニケーション
や対人関係を構築することが苦手である。また、その行動
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や態度は「自分勝手」とか「変人」「困った人」と誤解され、
敬遠されることも少なくはない。それが、親の躾や教育の
問題ではなく、脳機能の障がいによるものであることが理
解されれば、周囲の人の対応も違ってくる。
　障がいの早期の発見には先ず、乳幼児健診、保健所、保
健センター、子育て支援センターや障害児等療育支援事業
等から経由されてくる事例への早期の対応、診断のつきに
くい発達障がい児への対応や発達のつまずきに気軽で身近
にアクセスし相談できるように行政が諸々の関連情報を提
供し、支援との距離感を縮める必用がある。また、個々の
発達レベルや障がい特性を理解し、専門的支援と有機的に
結びつけて対応することが求められる。
　また、家族支援を行うためには、精神的援助と子育て支
援、それらを通じて家族・保護者が障害の理解と受容を進
められるようにすること。合わせて、兄弟姉妹への支援を
行い、家族機能の維持を図ること。福祉的、経済的支援に
関わる場合や、医療的支援（リハビリテーション）につい
ても、児童デイサービス事業所は親と専門家と連携して取
り組むこと。保護者自身がエンパウメントできるような、
個別相談、両親との勉強会などの実施に努めること、毎日
通園、「母子通園から母子分離へ」など手法は様々だが、保
護者に見通しを示して合意のもとに進めることが大事であ
る。
1）広汎性発達障がい
　　自閉症
　自閉症は、「言葉の発達の遅れ」「コミュニケーション
の障がい」「対人関係・社会性の障がい」「パターン化
した行動、こだわり」などの特徴を持つ障がいで、3歳
までに何らかの症状がみられる。自閉症の人々の半数
以上は知的障がいを伴うが、知能に遅れが無い高機能
自閉症児の人もいる。
　　アスペルガー症候群
　アスペルガー症候群は広い意味での「自閉症」に含
まれる一つのタイプで、「コミュ二ケーションの障害」「対
人関係・社会性の障がい」「パターン化した行動、興味・
関心の偏り」が見受けられる。自閉症のように、幼児期
に言葉の発達の遅れが無いため、障がいのあることが
分かりにくいが、成長とともに不器用さがはっきりする
ことが特徴。
2）注意欠陥多動性障害（ADHD）
　「集中できない（不注意）」「じっとしていられない（多
動・多弁）」「考えるよりも先に動く（衝動的な行動）」
などを特徴とする発達障がい。注意欠陥他動性障害の
特徴は、通常7歳以前に現れる。多動性や不注意といっ
た様子が目立つのは小・中学生頃だが思春期以降はこ
うした症状が目立たなくなると言われる。
3）学習障害
　全般的な知的発達に遅れは無いのに、聞く、話す、
読む、書く、計算する、推論するなどの特定の能力を
学んだり、行ったりするこいとに著しい困難を示すさま
ざまな状態をいう。
5．発達障がいを支える制度・施策
　障がい児福祉の経過をたどると、1947（昭和22）年、児童
福祉法の制定により、精神薄弱児施設（平成10年より知的
障害児施設）、療育施設（肢体不自由児施設、虚弱児施設、
《障害者自立支援法》 《児童福祉法》
児童デイサービス
障害児通所支援
・児童発達支援
・医療型児童発達支援
・放課後等デイサービス
・保育所等訪問支援
障害児入所支援
・福祉型障害児入所施設
・医療型障害児入所施設
??????
??????
【市町村】 【市町村】
《児童福祉法》 【都道府県】
【都道府県】
（医）とあるのは医療の提供を
行っているもの
重症心身障害児（者）通園事業（補助事業）
肢体不自由児通園施設（医）
難聴幼児通園施設
知的障害児通園施設
知的障害児施設
第一種自閉症児施設（医）
第二種自閉症児施設
重症心身障害児施設（医）
出典：厚生労働省資料「障害児支援の強化について」2010年
　　　http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/kaiseihou/dl/sankou_111117_01_06.pdf
　　　（2013年8月1日閲覧）
肢体不自由児施設（医）
肢体不自由児療護施設
育児施設
ろうあ児施設
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盲ろうあ児施設）が法律に位置づけられた。その後、支援
費制度により、障がい児の在宅サービスが契約制度となり、
2006（平成18）年の障害者自立支援法により施設サービスも
契約制度となった。
　障害者自立支援法の施行に伴い2006（平成18）年10月から
は、障害者相談支援事業が市町村の必須事業となり、3障
害に対応した一般的な相談支援を実施するほか、都道府県
の広域・専門的相談支援として障がい児等療育支援事業が
実施されている。また、障害者自立支援法等の一部改正に
より、2012（平成24）年4月より、障害児相談支援が児童福
祉法に位置づけられた、障害児支援利用援助および継続障
害児支援利用援助が実施されている。
　この中で、保育所等訪問支援とは、保育所や児童が集
団生活を営む施設として厚生労働省令で定めるものにかよ
う障がい児が、当該施設を訪問し、当該施設における障が
い児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支
援、その他の便宜を供与することをいう。
　また、児童福祉法第43条は、児童発達支援の代表的存在
である児童発達支援センターについて、以下の区分に応じ、
障がい児を日々保護者の下から通わせて、それぞれに定め
る支援を提供するこいとを目的とする施設とされている。
　①福祉型児童発達支援センター
日常生活における基本的動作の指導、独立時かつに必
用な知識技能の付与または集団生活への適応のための
訓練
　②医療型児童発達支援センター
日常生活における基本的動作の指導、独立時かつに必
用な知識技能の付与または集団生活への適応のための
訓練および治療
発達障害者支援法（平成16年12月10日法律代67号）：発
達障害者支援法は、自閉症、アスペルガー症候群その他
の広汎性発達障がい、学習障がい、注意欠陥・多動性障
がいなどの発達障がいを持つ者に対する援助等について
定めた法律。全25条、平成17年4月1日施行。この法律は、
発達障がいを早期に発見し、発達支援を行うことに関し
て国、地方公共団体、国民に責務を明らかにするととも
に、発達障がい者への学校教育における支援・就労の支
援、発達障がい者支援センターの設置や発達障がい者を
支援する民間団体への支援などを図ることにより、発達
障害者の自立および社会参加に資することを目的として
いる。
　それまでのわが国の障がい者の定義は、2004年5月に
改定された障害者基本法で定められた3障がい、すなわ
ち知的障がい、身体障がい、精神障がいに限定されてい
たが、この支援法によって新たに発達障がいが位置づけ
られた。しかし、現実には、発達障がいとは何かの理解
が十分に理解されてはいない。法的な定義と一般的な概
念とが乖離している。一般に発達障がいとは、知的障が
い（精神遅滞）と同様の支援が必要で、生得的な障がい
であるので、その支援のあり方において中途障がいとは
質・量ともに違いがあり、かつ支援は一生涯続けられね
ばならない状態と理解されている。具体的には、知的発
達障がい、脳性麻痺などの生得的な運動発達障がい（身
体障がい）、自閉症やアスペルガー症候群を含む広汎性
発達障がい、注意欠陥多動性障がいおよびその関連障が
い、学習障がい、発達性協調運動障がい、発達性言語障
がい、てんかんなどを主体とする。ときには視覚障がい、
聴覚障がいおよび種々の健康障がい（慢性疾患）を含む
場合もある。つまる、広範囲で包括的な概念が発達障が
いである。
・発達障害者支援センター
　発達障害者支援センターは、発達障がい児（者）への支
援を総合的に行うことを目的とした専門機関である。都道
府県・指定都市自らまたは、都道府県知事等が指定した社
会福祉法人、特定非営利活動法人等が運営している。そこ
では、発達障がい児（者）とその家族が豊かな地域生活を
送れるように、保健、医療、福祉、教育、労働などの関係
機関と連携し、地域における総合的な支援ネットワークを
構築しながら発達障がい児（者）とその家族からのさまざ
まな相談に応じ、指導と助言を行っている。ただし、人口
規模、面積、交通アクセス、既存の地域資源の有無や自治
体のうちの発達障がい者支援体制の整備状況になどによっ
て、書くセンターの事業内容には地規制がある。
6．保育所・学童保育における発達障がい児対策
　1947（昭和22）年12月に制定された児童福祉法では、その
第1条第1項で「すべて国民は、児童が心身ともに健やかに
馬ら、且つ、育成されるよう努めなければならない」とされ、
第2条で国および地方公共団体の責任が明示され、さらに、
第24条では、「市町村は、・・・保護者の労働又は疾病等の
事由により、その監護すべき乳児、幼児又は・・・児童の
保育に欠けるところがあると認められるときは、」それら
の児童を保育所に入所させて保育する措置を採らなければ
ならない」との規定がある。しかし、現実には障がい児へ
の対策はなかなか改善されず、1957（昭和32）年には知的障
害児通園施設が新設はされたものの、年齢が「満6歳以上」
となり、障がい幼児が除外された。
　1963（昭和38）年中央児童福祉審議会は「保育に欠ける状
況」の」定義を見直した。同審議会報告では、「子どもが、
その心身の発達に不可欠なものを与えられていない情況を、
保育に欠ける状況と定義すべきであろう」とのべるととも
に、「両親に特に問題がなくとも、』子どもに問題がある場
合がある。この場合は、通常の両親ではその子どもの真に
必要とする保護を与えられないという意味で、保育に欠け
る状況にあるとみることができよう」と説明し、具体的に
は心身障がいを挙げている
　1973（昭和48）年11月、中央児童福祉審議会は中間答申の
中で、多様化する保育需要に対して、保育所が積極的にそ
の役割を果たさなければならないとし、乳児保育の拡充と
並んで心身障がい児の保育を要請した。（注：「当面推進す
べき児童福祉対策について」昭和48年11月、中央児童福祉
審議会（中間答申）参照）これを受けて、厚生省は1974（昭
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和49）年12月、「障害児保育次行実施要綱」を定め、全国的
に保育所における障がい児保育を実施することとした。こ
の要綱によると、4歳以上の幼児であって、保育に欠ける状
況で、かつ知的障がい、身体障がいを有するが、原則とし
て障がいの程度が軽く、集団保育が可能で、毎日通所でき
るものとし、保育所の園児定員が90名以上で、対象となる
障がい児が1割程度通所している場合に限って、保育士2名
の配置と3分の1の経費を補助をすることによって、障がい
児保育を試行的に行おうとするものであった。これが「指
定保育所制度」と呼ばれるものである。
　1978（昭和53）年以降、厚生省は指定保育所制度を廃止し、
1人でも障がい児を健常児と統合的に保育しようとする場
合、子ども1人あたりの補助金を交付する制度に改めた。
　現在、保育所に入所している障がいのある児童が障がい
児通所支援を受ける場合の問い利扱いについては、2012（平
成24）年7月3日付けで、厚生労働省雇用均等・児童家庭局
保育課長、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長名で
次のような通知が発せられている。
①保育所入所児童が障害児通所支援を受ける場合の取扱
いについて
　保育所入所児童であって、当該児童が障がいを有し
ているため、障がい児支援利用計画及び個別支援計画
（以下「障がい児支援利用計画等」という。）に基づき、
障害児通所支援を受ける必要がある場合には、保育所
に入所していることが障害児通所支援を受けることを
妨げるものではないこと。
　なお、この場合にあっては、保育所と障がい児通所
支援事業所において、障がいの状況等に合わせた一貫
した支援を提供すること等が重要であることから、保
育所の保育内容を踏まえた障害児支援利用計画等にす
るとともに、保育所と障がい児通所支援事業所の担当
者間で十分連携をして取り組むなど、児童にとって効
果的なものになりよう配慮すること。
　障がい児施設については、これまではしたい不自由
児通園施設、知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設
の通所サービスと肢体不自由児施設、知的障害児施設、
重症心身障害児施設等の入所サービスに大きく分かれ
ていたが、2010（平成22）年12月の児童福祉法の改正に
より、それぞれ障害児通所支援と障害児入所支援とな
り、2012（平成24）年度から実施されている。また、児
童発達支援センター（障害児通所支援）と障害児入所
施設（障害児入所支援）が児童福祉施設に位置づけら
れた（児童福祉法第7条）。
　〔注〕
　　①障害児通所支援
　児童福祉法第6条の2において、「この法律で、障
害児通所支援とは、児童発達支援、医療型児童発達
支援、放課後等デイサービスおよび保育所等訪問支
援をいい、障害児通所支援事業とは、障害児通所支
援を行う事業をいう」とされている。
・児童発達支援とは、障がい児を、児童発達支援セン
ターやその他の厚生労働省令で定める施設に通わ
せ、日常生活における基本的な動作の指導、知識技
能の付与、集団生活への適応訓練、その他の厚生労
働省令で定める便宜を供与することをいう。
・医療型児童発達支援とは、上肢、下肢または体幹の
機能の障がい（肢体不自由）のある児童を、医療型
児童発達支援センターまたは独立行政法人国立病院
機構もしくは独立行政法人国立精神・神経医療研究
センターの設置する医療機関であって厚生労働大臣
が指定するもの（指定医療機関）に通わせ、児童発
達支援や治療を行うことをいう。
・放課後等デイサービスとは、学校教育法第1条に規
定する学校（幼稚園・大学を除く）に就学している
障がい児を、授業の終了後または休業日に児童発達
支援センターやその他の厚生労働省令で定める施設
に通わせ、生活能力の向上のために必要な訓練、社
会との交流の促進、その他の便宜を供与することを
いう。
・保育所等訪問指導とは、保育所や児童が集団生活を
営む施設として厚生労働省令で定めるものに通う障
がい児が、当該施設を訪問し、当該施設における障
がい児以外の児童との集団生活への適応のための専
門的な支援、その他の便宜を供与することをいう。
・児童発達支援センター（児童福祉法第3条）
・福祉型児童発達支援センター：日常生活における
基本的動作の指導、独立自活に必要な知識技能の
付与または集団生活への適応のための訓練
・医療型児童発達支援センター：日常生活における
基本的動作の指導、独立自活に必用な知識技能の
付与または集団生活への適応のための訓練および
治療
　（2）障がい児入所支援について
　児童福祉法第7条2項は「この法律で、障害児入所支
援とは、障害児入所施設に入所し、または指定医療機
関に入院する障害児に対して行われる保護、日常生活
の指導および知識技能の付与並びに障害児入所施設に
入所し、または指定医療機関に入院する障害児のうち
知的障害のある児童、肢体不自由のある児童または重
度の知的障害および重度の肢体不自由が重複している
児童（重症心身障害児）に対し行われる治療をいう」
とされている。
・障害児入所施設（児童福祉法第42条）
・福祉型障害児入所施設：保護、日常生活の指導およ
び独立自活に必用な知識技能の付与
・医療型障害児入所施設：保護、日常生活の指導、独
立自活に必要な知識技能の与および治療
　発達障がいの支援に対しては、個々の個別支援プロ
グラムの立案、行事等の集団活動を通しての本人様子
を観察すること、個別支援と集団支援の活動の違いか
ら見える子どもの様子、支援者の関わり、必要とされ
る療育内容の点検を行うこと、また専門的支援が必要
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な場合に、障がい児等療育支援事業、発達障がい者支
援センター等を活用するなど集団活動の適応のための
助言指導を受けながら進めることが求められる。
　保育所に通っている場合には、就学に向けての個別
に移行支援をプログラムすること、支援のバトンタッ
チがスムースに進むよう、療育や発達を支援するため
の連携会議等が必要となる。
　地域の支援システムを作るには、就学後の発達障がい児
の生活を見通した地域のネットワークを形成すること。子
どもを取り囲む関係機関（保健師、保育所、幼稚園、障害
児等療育支援事業、児童相談所、子育て支援センター、こ
とばの教室、教育機関、医療機関、行政等）とのつながり
と信頼関係を構築すること。機関間、職種間、官民間、役
割間などの縦割りの関係を排除して支援内容と連携協働す
る役割を構築すること。定期的な発達支援のための会議を
構築するとともに必要な場合は個別の支援事例を自己で検
討する会議を持つことが必要である。
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　　2．費用の支弁等について
　　（1）保育所運営費の支弁
　保育所運営費の支弁については、「児童福祉法
による保育所運営費国庫負担金について」（昭和
51年4月16日厚生省発児第59号の2厚生事務次官通
知、以下「保育所運営費交付要綱」という。）及
び「児童福祉法による保育所運営費国庫負担金に
ついて」通知の施行について」（昭和51年4月16日
厚生省発第59号の5厚生省児童家庭局長通知）に
より月額を支弁する。
　　（2）障害児通所支援に係る給付費の支給
　障害児通所支援に係る給付費については、契約
による利用となることから、「児童福祉法に基づく
指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用
の額の算定に関する基準」別表の障害児通所給付
日等単位数表により算定する単位数に「厚生労働
大臣が定める一単位の単価」を乗じて得た額から、
出典：国立障害者リハビリテーションセンター学院「アセスメントとサービス提供の基本姿勢」
　　　（サービス管理責任者研修テキスト＜児童（児童デイサービス）＞）2011年
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図 3．発達支援と保育支援
障がい児の保護者が障害児通所支援事業所に支払
う3の（2）の規程する額を控除して得た額とする。
　　3．費用の徴収について
　　（1）保育所運営費の被用徴収
　保育所運営費の国庫精算上の費用徴収について
は、保育所運営費故意卯不要綱の第4でさだめる
「保育所徴収金（保育量）基準額表」により、月
額を徴収する。
　　（2）障がい児通所支援に係る被用負担
　障がい児通所支援の利用に係る被用負担につい
ては、障がい児の保護者は、通常の契約利用と同
様に原則改正児童福祉法第21条の5の2及び第21条
の5の28に基づき障がい児通所支援に要した費用
の額等に応じ、算定された額を障害児通所支援事
業所に支払うこと。
　市町村が独自に行っている障がい児保育事業は、平
成10年10月現在、わが国の市町村数3,255市町村のうち、
保育所のある市町村数が3,083市町村、そのうち障がい児
保育を実施している市町村数が1,047市町村実に全国の
市町村の34.0％である。そのうち、職員の上乗せ補助を
おこなっているところが930箇所、事業費の加算のみを
実施しているところが33箇所、職員の上乗せ補助と事業
費の加算をしているところが84箇所である（厚生労働省
調べ）。また、全国の保育所数22,327箇所のうち、障がい
児保育事業を実施している保育所の数が9,556箇所、国の
特別保育事業を実施している保育所数が5,675箇所、国
の特別保育事業対象外（市町村独自の補助）の保育所が
3,881箇所となっている。国の特別保育事業の補助対象と
ならない保育所に対し、独自に職員の上乗せ補助を実施
している市町村は24．4％となっている。また職員の配置
基準をみると、「障がい児数3人に対して職員を配置」が
多い。
　以上のような実施状況のもと、障がい児保育制度の問
題点を挙げてみると以下のような問題点があげられる。
　・加配保育士を措置することが困難な場合がある。
　・適切な教育の必要性と条件の整備。
　・障がい児のための特別な施設・設備・教材がかけている。
　・障がい児についての知識と経験をもっているものが少
ないこと。
　・特別な教育の場、統合教育の場がよいのか、一人ひと
りの障害児のニーズにあった施設・設備、カリキュラム、
指導者が必要。
　　また、通園事業の充実が問題である。具体的には、
　・施設が十分でない。自前の施設を設置できない場合も
ある。
　・人口密度の低い地域では、設置しにくい事情もある。
　・同一の市内でも大規模な住宅を抱える地域と従来の地
域ではバランスに欠けることがある。
　・総合通園センターなどは、充実させる」必要がある。
　・最低基準の引き上げや法制上での位置づけなどの整備
が必要。
　保育所での障がい児保育の支援を行うには、以下のこ
とが必要である。
　・障がい児の個性や特性は何か（子どもの良さ、オリジ
ナリテイを把握する）
　・行動や反応の背景には何が（原因や意味を探る）
　・情報の交換や収集
　・成功体験を繰り返す
　・失敗もやさしく見守り、どんな小さな進歩もほめる
　・分かりやすく、見通しの持てる状況づくり
　・子どもが理解できるための準備を整える（こんなふう
にするとできる）
　・活動する機会を共有する（感動や難しさなどの経験を
一緒にする）
　・障がいの特性に配慮した支援内容の検討
気づき
　集団場面の中で、年齢相応の発達から見ると、すごく特
異な分野がある反面、極端に苦手な分野があるなど、気に
なる子どもも見かける。気になる子どもの行動には何か理
由があるのかもと気遣うことが必要になって来ている。気
になる子どもの行動には何か理由があるのかもと気遣うこ
とが必要になってきている。子どもに生活しづらい何かが
あるならば、その子どもを取り巻く環境をよく観察するこ
とが必要となってきている。子どもに対する対応も工夫し
て環境を整えるこいとで、問題と思われていた行動を軽減
することが出来るかも知れない。また、虐待などの家庭環
境の問題や身体疾患などの病気も、気になる行動の原因と
なりえる。
　・発達障害に気づく
　　乳幼児期、模倣、呼名反応、指差し、ごっこ遊び
　・職場内での共通理解
　・配慮：子どもの特性を知り、環境を整える。
　　　　　分かりやすい環境を用意する。
　　　　　こころの育ちを支える。
　・相談：家族との連携
　　　　　関係機関、専門職との連携・相談
7．発達障がいの乳幼児期の特徴
　発達障がいの乳幼児期の特徴を挙げるならば、以下のよ
うな特徴を挙げることができる。
おもちゃを使って遊ぼうとしない。
少しでも濡れると着替えずにはいられない。
理由も無く怒りだす。
会話が成り立たない。
同年代の子どもと遊ばない。
動きが活発であぶなっかしい。
言葉が3歳までに出ない。オウム返しが多かったり、変わ
った受け答えをする。
自分のペースを乱されると癇癪をおこす。
ひとりで遊ぶことを好み、周りと遊ばない。
ごっこ遊びが苦手。
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ものを並べたり、回転させたりなど意味のない動作や行
動に執着して繰り返す。
特定の刺激（痛みなど）に敏感、または鈍感である。
特定のものを必要以上に怖がる。または特定のものに必
要以上に執着する。
8．障がい児支援施策
　本人や家族に向けた支援：障がい児についての相談・指
導などな施策も、行政機関によるものと、国の助成を受け
ての民間ベースで行うものとがある。児童福祉の第一線の
機関である児童相談所では、児童とその保護者からの相談
に応じ、必用な調査、判定を行うとともに、助言指導、施
設入所などの措置を講じている。また、保健所では、障が
い児が医療その他の適切な措置をできるだけ早い時期に受
け、早期に残有能力を回復し、独立時克に必要な能力をも
つことができるよう、医師による療育指導が行われている。
　障がい児自立支援法の施行に伴い平成2006（平成18）年10
月からは、障害者相談支援事業が市町村の必須事業となり、
障がいに対応した一般的な相談支援を実施するほか、都道
府県の広域・専門的相談支援として障がい児等療育支援事
業が実施されている。また、障害者自立支援法等の一部改
正により、2012（平成24）年4月より、障がい児相談支援が
児童福祉法に位置づけられ、障がい児支援利用援助及び継
続障がい児支援利用援助が実施されている。
　発達障害者福祉法（平成16年12月10日、法律167号）は
その第1条〔目的〕で、「この法律は、発達障害者の心理機
能の適正な発達及び円滑な社会生活の促進のために発達障
害の症状の発現後できるだけ早期に発達支援を行うことが
特に重要であることにかんがみ、発達障害を早期に発見し、
発達支援を行うことに関する国及び地方公共団体の責務を
明らかにするとともに、学校教育における発達障害者への
支援、発達障害者の就労の支援、発達障害者支援センター
の指定等について定めることにより、発達障害者の自立の
呼び社会参加に資するようその生活全般にわたる支援を図
り、もってその福祉の増進に寄与することを目的とする。」
と定義している。また、第2条〔定義〕で、「発達障害」とは、
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自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学
習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の
障害であってその症状が通常低年齢において発現するもの
として政令で定めるものをいう、としている。第2章児童の
発達障害の早期発見及び発達障がい者の支援のための施策
（5～13条）：児童の発達障害の早期発見・早期支援（第5条、
第6条）、保育・教育・放課後児童健全育成事業の利用・就労・
地域生活（第7条）といった、あらゆる場面での支援や権
利擁護・家族への支援を、地方公共団体や社会全体に要請
する。また、第8条〔教育〕では、1．国及び地方公共団体
は、発達障害児（十八歳以上の発達障害者であって高等学
校、）中等教育学校及び特別支援学校に在学する者を含む。）
がその障がいの状態に応じ、十分な教育を受けられるよう
にするため、適切な教育的支援、支援体制の整備その他必
要な措置を講じるものとする。2．大学及び高等専門学校は、
発達障がい者の障害の状態に応じ、適切な教育上の配慮を
するもいのとする。第9条〔放課後児童健全育成事業（放
課後児童クラブ）の利用〕では、市町村は、放課後児童健
全育成事業について、発達障害児の利用の機会の確保を図
るため、適切な配慮をするものとする。
　第11条〔地域での生活支援〕では、市町村は、発達障害
者が、その希望に応じて、地域において自立した生活を営
むことができるようにするため、発達障がい者に対し、社
会生活への適応のために必要な訓練を受ける機会の各は、
共同生活を営むべき住居その他の地域において生活を営
むべき住居の確保その他必用な支援に努めなければならな
い。さらに、第12条〔権利擁護〕では、国及び地方公共団
体は、発達障害者が、その発達障害のために差別されるこ
と等権利利益を害されることがないようにするため、権利
擁護のために必要な支援を行うものとする。最後に第13条
〔発達障害者への家族の支援〕都道府県及び市町村は、発
達障がい児の保護者が適切な監護をすることができるよう
にすること等を通じて発達障がい者の福祉の増進に寄与す
るため、児童相談所等関係機関と連携を図りつつ、発達障
害者の家族に対し、相談及び助言その他の支援を適切に行
うよう努めなければならない。と明記されている。

